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 実地検査でよく見受けられる事例や事業者から質問を受ける事例等について紹介します。 

 便宜的に【管理運営】【利用者支援】に分けて資料作成をしておりますが、事業者は当資料において言及され

ていない事項も含めて、基準省令等を改めて確認し、法令を遵守した事業運営を行うとともにサービスの一層

の向上に努めてください。 

 なお、引用した基準等については原則指定児童発達支援について記載しています。指定放課後等デイサービ

スについては適宜読みかえてください。 

 

【凡例】 

 基準省令：児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準 

（平成 24 年２月３日厚生労働省令第 16 号） 

 解釈通知：児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準 

（平成 24 年３月 30 日） 

 報酬告示：児童福祉法に基づく指定入所支援に要する費用の額の算定に関する基準 

（平成２４年３月１４日厚生労働省告示第１２３号） 

 留意事項通知：児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する 

基準等の制定に伴う実施上の留意事項について 

（平成２４年３月３０日障発第０３３０第１６号） 
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一般原則 

○実地検査で見受けられる事例 

事例 解説 

・全従業者を対象に必要な研修を実施して

いない。 

・人権擁護、虐待防止のための研修を事業計画に位置付け計画

的に実施してください。 

・利用者の人権の擁護、虐待の防止等のた

め、必要な体制の整備やその他の必要な措

置を講じていない。 

・以下の事項について、整備・実施してください。 

○虐待防止啓発物や相談・通報先の掲示 

○虐待防止に係る対策を検討するための委員会の開催及び従

業者への周知 

○全従業者を対象にした虐待防止のための研修の実施 

○上記の措置を適切に実施するための担当者の設置 

○虐待防止マニュアルの作成（虐待の５類型、従業者の通報

義務を必ず含むこと。） 

○全従業者を対象に虐待防止チェックリストの実施 

○基準第３条 

 指定障害児通所支援事業者は、通所給付決定保護者及び障害児の意向、障害児の適性、障害の特性その他の

事情を踏まえた計画（第 27 条第１項において「通所支援計画」という。）を作成し、これに基づき障害児に対

して指定通所支援を提供するとともに、その効果について継続的な評価を実施することその他の措置を講ずる

ことにより障害児に対して適切かつ効果的に指定通所支援を提供しなければならない。 

２ 指定障害児通所支援事業者は、当該指定障害児通所支援事業者を利用する障害児の意思及び人格を尊重

して、常に当該障害児の立場に立った指定通所支援の提供に努めなければならない。 

３ 指定障害児通所支援事業者は、地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行い、都道府県、市町村、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）第５条第１項に規

定する障害福祉サービス（以下「障害福祉サービス」という。）を行う者、児童福祉施設その他の保健医療サー

ビス又は福祉サービスを提供する者との連携に努めなければならない。 

４ 指定障害児通所支援事業者は、当該指定障害児通所支援事業者を利用する障害児の人権の擁護、虐待の

防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなけれ

ばならない。 

 

人員配置 

○実地検査で見受けられる事例 

事例 解説 

・基準上、常勤で配置されるべき従業者の

勤務実態が常勤ではない。 

・運営基準等における「常勤」とは、事業所において定められて

いる常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいい

ます。ただし、1 週間に勤務すべき時間数が 32 時間を下回る場

合は、32 時間を基本とします。これは、正規雇用や有期雇用と

いった、法人における雇用形態は問いません。 

・例外的に「育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等
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の措置」がとられている場合、常勤の従業者が勤務すべき時間数

を 30 時間として取り扱うことが可能とりますが、当該対応につ

いては変更届の提出が必要となります。障害者福祉課事業者支援

係指定担当へご連絡ください。 

○解釈通知第二の２（１） 

指定障害児通所支援事業所における勤務時間が、当該指定障害児通所支援事業所において定められている 

常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数が 32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とす

る。）に達していることをいうものである。 

 ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113 号）

第 13 条第 1 項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族

介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成 3 年法律第 76 号。以下「育児・介護休業法」という。）第 23 条

第 1 項、第 3 項若しくは同法第 24 条に規定する所定労働時間の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業場に

おける治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事業者が自主的に設ける所定労働時間の短縮措

置（以下「育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている者について

は、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時

間数を 30 時間として取り扱うことを可能とする。 

当該指定障害児通所支援事業所に併設される事業所（同一敷地内に所在する又は道路を隔てて隣接する事業

所をいう。ただし、管理者について、管理上支障がない場合は、その他の事業所を含む。）の職務であって、 

当該指定障害児通所支援事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについて

は、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間に達していれば、常勤の要件を満たすも

のであることとする。例えば、多機能型事業所によって行われる指定児童発達支援と指定放課後等デイサービ

スの場合、当該指定児童発達支援の保育士と当該指定放課後等デイサービスの保育士とを兼務している者は、

これらの勤務時間の合計が所定の時間に達していれば、常勤要件を満たすこととなる。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）

第 65 条に規定する休業（以下「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第 2 条第 1

号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第 2 号に規定する介護休業（以下「介護休業」とい

う。）、同法第 23 条第 2 項に規定する育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第 24 条第 1 項（第 2 号に

係る部分に限る。）の規定により同項第 2 号に規定する育児休業に関する制度に準じて講ずる措置による休業

（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求められる資質を

有する複数の非常勤の従事者の員数に換算することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 

 

従業者に係る記録の整備 

○実地検査で見受けられる事例 

事例 解説 

・労働契約の締結に際し、労働者に対して、

賃金、労働時間その他の条件を明示してい

ない。 

・職員の採用時には以下の点について書面交付の方法により明

示する必要があります。 

①労働契約の期間 

②就業の場所及び従事すべき業務の内容 

③所定労働時間を越える労働時間の有無 
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④始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇並びに就業時

転換に関する事項 

⑤賃金の決定、計算及び支払い方法、賃金の締め切り及び支

払い時期に関する事項 

⑥退職に関する事項 

・非常勤職員に、雇い入れ通知書（雇用契 

約書）等の文書を交付し必要な勤務条件を 

明確にしていない。 

・非常勤従業者の雇用期間、賃金、勤務時間職務内容等について

明確にする必要があります。 

・労働者名簿等を全員分整備していない。 

・労働者名簿は全員分整備する必要があります。 

・資格が必要な職種の職員について、資格証明書のコピー等を

保管する必要があります。 

・履歴書は全職員分整備してください。 

○労働基準法第 15 条 

 使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければなら

ない。この場合において、賃金及び労働時間に関する事項その他の厚生労働省令で定める事項については、厚

生労働省令で定める方法により明示しなければならない。 

② 前項の規定によって明示された労働条件が事実と相違する場合においては、労働者は、即時に労働契約

を解除することができる。 

③ 前項の場合、就業のために住居を変更した労働者が、契約解除の日から十四日以内に帰郷する場合にお

いては、使用者は、必要な旅費を負担しなければならない。 

○労働基準法施行規則第５条 

 使用者が法第 15 条第１項前段の規定により労働者に対して明示しなければならない労働条件は、次に掲げ

るものとする。ただし、第１号の２に掲げる事項については期間の定めのある労働契約（以下この条において

「有期労働契約」という。）であって当該労働契約の期間の満了後に当該労働契約を更新する場合があるものの

締結の場合に限り、第４号の２から第 11 号までに掲げる事項については使用者がこれらに関する定めをしな

い場合においては、この限りでない。 

一 労働契約の期間に関する事項 

一の二 有期労働契約を更新する場合の基準に関する事項（通算契約期間（労働契約法（平成 19 年法律

第 128 号）第十八条第一項に規定する通算契約期間をいう。）又は有期労働契約の更新回数に上

限の定めがある場合には当該上限を含む。） 

一の三 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項（就業の場所及び従事すべき業務の変更の範囲を含

む。） 

二 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を二組

以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項 

三 賃金（退職手当及び第五号に規定する賃金を除く。以下この号において同じ。）の決定、計算及び支払

の方法、賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項 

四 退職に関する事項（解雇の事由を含む。） 

四の二 退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払の方法並びに退職手

当の支払の時期に関する事項 

 （略） 
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運営規程 

○実地検査で見受けられる事例 

事例 解説 

・運営規程の内容と現状に差異がある 

（例）営業時間等 

・運営規程は事業運営の基本規定であり、事業所は運営規程に

基づいた運営を行う必要があります。 

・運営規程の改正を行うときは、江戸川区福祉部障害者福祉課

事業者支援係へ変更の届出をしてください。 

また、運営規程と重要事項説明書の記載事項に相違がある事

例が見られます。運営規程の変更後は重要事項説明書の該当箇

所も修正してください。 

○基準第 37 条（運営規程） 

 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごとに、次の各号に掲げる事業の運営についての重要

事項に関する運営規程（略）を定めておかなければならない。 

  一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 営業日及び営業時間 

四 利用定員 

五 指定児童発達支援の内容並びに通所給付決定保護者から受領する費用の種類及びその額 

六 通常の事業の実施地域 

七 サービスの利用に当たっての留意事項 

八 緊急時等における対応方法 

九 非常災害対策 

十 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類 

十一 虐待の防止のための措置に関する事項 

十二 その他運営に関する重要事項 

○解釈通知第三の３（24） 

 ① 従業者の職種、員数及び職務の内容 

従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点から、規程を定めるに当た

っては、基準第 5 条において置くべきとされている員数を満たす範囲において、「○人以上」と記載するこ

とも差し支えない（基準第 12 条に規定する重要事項を記した文書に記載する場合についても、同様とす

る。）（略） 

② 利用定員 

利用定員は、指定児童発達支援事業所において、同時に指定児童発達支援の提供を受けることができる

障害児の数の上限をいうものであること。なお、複数の指定児童発達の単位が設置されている場合にあっ

ては、当該指定児童発達支援の単位ごとに利用定員を定める必要があること。また、基準第 11 条に規定

する「利用定員」とは、異なる概念であることに留意すること。（略） 

③ 指定児童発達支援の内容並びに通所給付決定保護者から受領する費用の種類及びその額 

   「指定児童発達支援の内容」については、支援の内容はもとより行事及び日課等のサービスの内容を指

すものであること。また、「通所給付決定保護者から受領する費用の種類及びその額」とは、基準第 23 条

第 3 項により支払を受けることが認められている費用の種類及びその額を指すものであること。（略） 
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④ 通常の事業の実施地域 

   通常の事業の実施地域は客観的にその区域が特定されるものとすること。なお、通常の事業の実施地域

は、利用申込みに係る調整等の観点からの目安であり、当該地域を越えてサービスが行われることを妨げ

るものではないこと。（略） 

また、障害の程度等により自ら通所することが困難な障害児に対しては、円滑な指定児童発達支援の利

用が図られるよう、指定児童発達支援事業所が送迎を実施するなどの配慮を行う必要があるが、障害児の

自立能力の獲得を妨げないようにしなければならないこと。 

⑤ サービスの利用に当たっての留意事項 

障害児が指定児童発達支援の提供を受ける際に、障害児及び通所給付決定保護者が留意すべき事項（設

備の利用上の留意事項等）を指すものであること。（略） 

⑥ 非常災害対策 

基準第 40 条に規定する非常災害対策に関する具体的計画を指すものであること。（略） 

⑦ 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合の当該障害の種類 

  指定児童発達支援事業者は、障害種別にかかわらず障害児を受け入れることを基本とするが、指定児童

発達支援の提供に当たっては、障害児の障害の特性に応じた専門性に十分配慮する必要があることから、

提供する支援の専門性を確保するため、特に必要がある場合において、あらかじめ、障害種別により「主

たる対象者」を定めることができることとしたものである。この場合当該対象者から指定児童発達支援の

利用に係る申込みがあった場合には、正当な理由なく指定児童発達支援の提供を拒んではならないもので

あること。 

⑧ 虐待の防止のための措置に関する事項 

  「虐待の防止のための措置」については、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する

法律」（平成 23 年法律第 79 号）において、障害児虐待を未然に防止するための対策及び虐待が発生した

場合の対応について規定しているところであるが、より実効性を担保する観点から、指定児童発達支援に

おいても、利用者に対する虐待を早期に発見して迅速かつ適切な対応が図られるための必要な措置につい

て、あらかじめ運営規程に定めることとしたものである。具体的には、 

ア 虐待防止に関する担当者の設置 

イ 苦情解決体制の整備 

ウ 従業者に対する虐待防止啓発のための定期的な研修の実施（研修方法や研修計画など） 

エ 基準第 45 条第 2 項第 1 号の虐待の防止のための対策を検討する委員会（以下「虐待防止委員会」

という。）の設置等に関すること 

   等を指すものであること。 

⑨ その他運営に関する重要事項 

   苦情解決の体制等施設の運営に関する事項を定めておくことが望ましい。 
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掲示 

○実地検査で見受けられる事例 

事例 解説 

・運営規程の概要、従業者の勤務体制、協

力医療機関、その他の利用申込者のサービ

スの選択に資すると認められる重要事項に

関する内容を掲示していない。 

・各項目について、見やすい場所に掲示してください。 

 なお、「見やすい場所」とは、事業所の重要事項を伝えるべき

利用者や保護者にとって見やすい場所を意味します。 

 勤務体制については、職種や常勤・非常勤等の人数に係る掲示

を行えばよく、従業者の氏名まで掲示する必要はありません。 

・運営規程や重要事項説明書そのものをそのまま掲示した際に、

文字が小さく見にくいような場合があります。必要に応じて「簡

単な箇条書きや表にする」「大きな文字で掲示する」といった工

夫をしてください。 

・重要事項を記載したファイル等を利用者や保護者が自由に閲

覧できる場所に備え付けておくことで、掲示に代えることが可能

です。 

・掲示内容と実際の運営状況と一致してい

ない。 

・運営規程等の内容に変更があった場合、掲示内容の更新も忘れ

ずに行ってください。 

○基準第 43 条 

指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の

体制、前条の協力医療機関その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなけ

ればならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定児童発達支援事業所に備え

付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることがで

きる。 

○解釈通知第三の（33） 

 ① 基準第 43 条第 1 項は、指定児童発達支援事業者は、運営規程の概要、従業者の勤務体制、協力医療機

関、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施

した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者のサービスの選択に

資すると認められる重要事項を指定児童発達支援事業所の見やすい場所に掲示することを規定したもので

あるが、次に掲げる点に留意する必要がある。 

   ア 指定児童発達支援事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき利用者又はその家族等に対し

て見やすい場所のことであること。 

   イ従業者の勤務体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人数を掲示する趣旨であり、従業者

の氏名まで掲示することを求めるものではないこと。 

 ② 同条第 2 項は、重要事項を記載したファイル等を利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該指

定児童発達支援事業所内に備え付けることで同条第 1 項の掲示に代えることができることを規定したもの

である。 
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秘密保持等 

○実地検査で見受けられる事例 

事例 解説 

・従業者の秘密保持に関する事項につい

て、退職後の事項を規定していない。 

・就業規則等に従業者の秘密保持に関する事項を規定してくだ

さい。 

・雇用時等に雇用契約書や誓約書等により秘密保持の取り決め

を行ってください。 

○基準第 47 条（秘密保持等） 

 指定児童発達支援事業所の従業者及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た障害児又はその家

族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、従業者及び管理者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た

障害児又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

 （略） 

○解釈通知第三の（37） 

① 基準第 47 条第 1 項は、指定児童発達支援事業所の従業者及び管理者に、その業務上知り得た障害児又

はその家族の秘密の保持を義務づけたものである。 

② 同条第 2 項は、指定児童発達支援事業者に対して、過去に当該指定児童発達支援事業所の従業者及び管

理者であった者が、その業務上知り得た障害児又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を

取ることを義務づけたものであり、具体的には、指定児童発達支援事業者は、当該指定児童発達支援事業

所の従業者等が、従業者等でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者の雇用時等

に取り決めるなどの措置を講ずべきこととするものである。 

 

管理者の責務 

○実地検査で見受けられる事例 

事例 解説 

・管理者が事業の実施状況を把握その他の

管理を一元的に行っていない。 

・事業所の従業者及び業務等にかかる管理を一元的に行うこと

は、管理者の責務です。管理者は基準省令に関する理解を深め

るとともに、従業者に対し運営に関する基準について周知、啓

発を図ってください。 

・管理者が基準等を理解せず、従業者へ適切な支援を行わせな

かった事例を確認しています。 

○基準第 36 条（管理者の責務） 

指定児童発達支援事業所の管理者は、当該指定児童発達支援事業所の従業者及び業務の管理その他の管理

を、一元的に行わなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業所の管理者は、当該指定児童発達支援事業所の従業者にこの章の規定を遵守させ

るために必要な指揮命令を行うものとする。 

○解釈通知第三の３（25） 

基準第 36 条は、指定児童発達支援事業所の管理者の責務について規定したものであり、管理者は、当該児

童発達支援事業所の従業者の管理及び当該事業の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うとともに、当該

指定児童発達支援事業所の従業者に基準第２章第４節（運営に関する基準）を遵守させるため必要な指揮命令
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を行うこととしたものである。 

 

苦情解決 

○実地検査で見受けられる事例 

事例 解説 

・苦情申し出の窓口、手続き等を周知して

いない。 

・重要事項説明書に明記し、契約時等に説明を行ってくださ

い。また、利用者や保護者等にわかりやすい内容で表記し、見

やすい場所に掲示するとともに、保護者会等を通じ周知、啓発

してください。 

・重要事項説明書に苦情解決窓口を記載し

ていない。 

・苦情解決窓口として、施設が設ける窓口のほか、当該利用児

童の受給者証を発行した自治体の相談窓口、東京都福祉サービ

ス運営適正化委員会の窓口も記載してください。 

・江戸川区の苦情解決窓口は 

 【障害者福祉課庶務係 Tel：03-5662-0054】です。 

・受付けた苦情の記録を作成していない。 

・申請者と受付者及び日時、苦情の内容、対応経緯、再発防止

策等、必要な事項を記録してください。なお、記録は少なくと

も５年間保存する必要があります。 

○基準第 50 条（苦情解決） 

 指定児童発達支援事業者は、その提供した指定児童発達支援に関する障害児又は通所給付決定保護者その他

の当該障害児の家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等

の必要な措置を講じなければならない。 

 ２ 指定児童発達支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければな

らない。 

 ３ 指定児童発達支援事業者は、その提供した指定児童発達支援に関し、法第 21 条の５の 22 第１項の規

定により都道府県知事（指定都市にあっては指定都市の市長とし、児童相談所設置市にあっては児童相談所設

置市の長とする。）又は市町村長（以下この項及び次項において「都道府県知事等」という。）が行う報告若し

くは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命令又は当該職員からの質問若しくは指定児童発達支援事業

者の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、及び障害児又は通所給付決定保護者その他の当該障害

児の家族からの苦情に関して都道府県知事等が行う調査に協力するとともに、都道府県知事等から指導又は助

言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

 ４ 指定児童発達支援事業者は、都道府県知事等からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を都道府

県知事等に報告しなければならない。 

 ５ 指定児童発達支援事業者は、社会福祉法第 83 条に規定する運営適正化委員会が同法第 85 条の規定に

より行う調査又はあっせんにできる限り協力しなければならない。 

○解釈通知第三の３（39） 

① 基準第 50 条第 1 項にいう「必要な措置」とは、具体的には、相談窓口、苦情解決の体制及び手順等当

該施設等における苦情を解決するための措置を講ずることをいうものである。当該措置の概要について

は、通所給付決定保護者等にサービスの内容を説明する文書に記載し、当該事業所に掲示することが望ま

しい。 
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② 同条第 2 項は、苦情に対し指定児童発達支援事業者が組織として迅速かつ適切に対応するため、当該苦

情（指定児童発達支援事業者が提供したサービスとは関係のないものを除く。）の受付日、内容等を記録す

ることを義務付けたものである。また、指定児童発達支援事業者は、苦情がサービスの質の向上を図る上

での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行

うべきである。 

③ 同条第 5 項は、社会福祉法上、都道府県社会福祉協議会の運営適正化委員会が福祉サービスに関する苦

情の解決について相談等を行うこととされたことを受けて、運営適正化委員会が行う同法第 85 条に規定

する調査又はあっせんにできるだけ協力することとしたものである。 

 

変更届 

○実地検査で見受けられる事例 

事例 解説 

・運営規程や設備の変更を行ったが、区へ

届出をしていない。 

・下記の事項に変更があった場合は、障害者福祉課事業者支援

係へ変更の届出を行ってください。 

①法人の登録内容に変更がある場合（法人住所、電話番号・

ファクス番号、代表者、代表者の住所など） 

②事業所の登録内容に変更ある場合（住所表記、電話番号、

ファクス番号など） 

③事業所の管理者、児童発達支援管理責任者を変更する場

合。 

④現在より高い加算を算定する場合。 

⑤現在より低い加算を算定する場合。 

⑥加算が算定できなくなった場合。 

⑦運営規定に変更が生じた場合（営業日、営業時間など） 

⑧事業所の移転、レイアウトを変更する場合。 

・児発管の変更を行う場合は、事前に事業者支援係へ連絡し要件の確認等を行ってください。 

・上記①②③⑦は変更後 10 日以内に届出を行ってください。なお、変更前の提出も可能です。 

・④算定単位数が増える場合、15 日までに事業者支援係へ届いた場合は翌月から算定が可能です。 

 16 日以降に事業者支援係へ到着した場合は加算の算定は翌々月からとなります。 

・⑤⑥加算算定の要件を充たさなくなった場合には、速やかに届け出が必要です。 

・④に関連して、専門的支援実施加算については、体制等状況一覧表に項目はありませんが、算定するため

に届出が必要です。 

・医療的ケア区分を算定する場合には『医療的ケア区分に応じた基本報酬の算定に関する届出書』の提出が

必要です。 

・児童発達支援管理責任者が不在になった場合、児童指導員等加配加算、専門的支援体制加算、専門的支援

実施加算および看護職員加配加算の算定ができなくなりますので、あわせて届出を行ってください。 

・役員を変更する場合は、事前に事業者支援係に相談してください。 

・事業所名の変更、主たる対象者の変更・追加、利用定員の変更については、前月 15 日までに届出を行っ

てください。 
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・上記⑧の事業所の移転、レイアウトの変更をする場合は、事前（３ヶ月前まで）に事業者支援係に相談し

てください。 

・移転を検討している場合であって、移転先が賃貸物件の場合は賃貸借契約締結前に相談してください。 

 

業務管理体制の整備 

事例 解説 

・業務管理体制の整備に関する必要な事項

を届け出ていない。 

・平成 24 年４月１日から指定障害児通所支援事業者は児童福 

祉法第 21 条の５の 26 の規定に基づく『業務管理体制の届

出』の提出が義務付けられています。事業所の設置状況により

提出先が変わるため、法令をよく確認しでください。 

○法第 21 条の５の 18 第３項 

③ 指定障害児通所支援事業者は、障害児の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令

を遵守し、障害児及びその保護者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 

○法第 21 条の５の 26 

 指定障害児通所支援事業者は、第 21 条の５の 18 第３項に規定する義務の履行が確保されるよう、内閣府

令で定める基準に従い、業務管理体制を整備しなければならない。 

② 指定障害児通所支援事業者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める者に対し、内閣府令で

定めるところにより、業務管理体制の整備に関する事項を届け出なければならない。 

一 次号から第４号までに掲げる指定障害児通所支援事業者以外の指定障害児通所支援事業者 

 都道府県知事 

二 当該指定に係る障害児通所支援事業所が一の指定都市の区域に所在する指定障害児通所支援事業者 

 指定都市の長 

三 当該指定に係る障害児通所支援事業所が一の中核市の区域に所在する指定障害児通所支援事業者 

 中核市の長 

四 当該指定に係る障害児通所支援事業所が二以上の都道府県の区域に所在する指定障害児通所支援事

業者 内閣総理大臣 

 ③ 前項の規定により届出をした指定障害児通所支援事業者は、その届け出た事項に変更があつたときは、

内閣府令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を当該届出をした内閣総理大臣、都道府県知事又は指

定都市若しくは中核市の長（以下この款において「内閣総理大臣等」という。）に届け出なければならな

い。 

 ④ 第２項の規定による届出をした指定障害児通所支援事業者は、同項各号に掲げる区分の変更により、同

項の規定により当該届出をした内閣総理大臣等以外の内閣総理大臣等に届出を行うときは、内閣府令で定

めるところにより、その旨を当該届出をした内閣総理大臣等にも届け出なければならない。 

 ⑤ 内閣総理大臣等は、前３項の規定による届出が適正になされるよう、相互に密接な連携を図るものとす

る。 
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業務継続計画の策定 

事例 解説 

・業務継続計画を策定していない 
・経過措置は令和７年３月 31 日までとなっております。 

速やかに策定を行い、従業員に周知してください。 

○基準第第 38 条の２（業務継続計画の策定等） 

指定児童発達支援事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定児童発達支援の提供

を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」と

いう。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更

を行うものとする。 

○解釈通知第三の３（28） 

① 基準第 38 条の 2 は、指定児童発達支援事業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が

継続して指定児童発達支援の提供を受けられるよう、指定児童発達支援の提供を継続的に実施するため

の、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定すると

ともに、当該業務継続計画に従い、従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施し

なければならないこととしたものである。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、

同条に基づき指定児童発達支援事業者にその実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連

携等により行うことも差し支えない。また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携して取り組

むことが求められることから、研修及び訓練の実施に当たっては、全ての従業者が参加できるようにする

ことが望ましい。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容については、「障害福祉サー

ビス事業所等における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「障害福祉サービ

ス事業所等における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等

は地域によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設定すること。なお、感染症及

び災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げるものではない。 

   ア 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等） 

   イ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対策、必

要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

 ③ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するとともに、平常時

の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとする。職員教育を組織的に浸透させて

いくために、定期的（年 1 回以上）な教育を開催するとともに、新規採用時には別に研修を実施すること

が望ましい。また、研修の実施内容についても記録すること。なお、感染症の業務継続計画に係る研修に



14 

 

ついては、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施することも差し支えない。 

 ④ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよう、

業務継続計画に基づき、指定児童発達支援事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実

践する支援の演習等を定期的（年 1 回以上）に実施するものとする。なお、感染症の業務継続計画に係る

訓練については、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支えない。

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合

わせながら実施することが適切である。 

 

安全計画の策定等 

事例 解説 

・安全計画を策定していない。 

・令和６年度報酬改定により、基準上、安全計画の策定等が義

務付けられました。速やかに策定するとともに、従業者へ周知

し、必要な措置を講じてください。 

・策定にあたっては、令和６年７月４日付こ支障第 169 号

「障害児支援における安全管理について」や「障害児支援の安

全管理に関するガイドライン」を参照してください。 

○基準省令第 40 条の２（安全計画の策定等） 

指定児童発達支援事業者は、障害児の安全の確保を図るため、指定児童発達支援事業所ごとに、当該指定児

童発達支援事業所の設備の安全点検、従業者、障害児等に対する事業所外での活動、取組等を含めた指定児童

発達支援事業所での生活その他の日常生活における安全に関する指導、従業者の研修及び訓練その他指定児童

発達支援事業所における安全に関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定

し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、従業者に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研修及び訓練

を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、障害児の安全の確保に関して通所給付決定保護者との連携が図られるよ

う、通所給付決定保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。 

４ 指定児童発達支援事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を行うも

のとする。 

解釈通知第三の３（30 の 2） 

基準第 40 条の 2 第 1 項は、指定児童発達支援事業者は、障害児の安全の確保を図るため、指定児童発達支

援事業所ごとに、当該事業所の設備の安全点検、事業所外での活動等を含めた事業所での生活等における安全

に関する指導、従業者の研修及び訓練等についての計画（以下「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画

に従い必要な措置を講じなければならないこととしたものである。なお、安全計画の策定等に当たっては、追

ってお示しする「安全確保の手引き」を参考にされたい。 


